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企業の消費者対応の理念の変遷と
　　　　　その実際についての一考察
佐藤知　恭
1．はじめに
　まずこの論文において用いる主要用語の定義を限定しておこう。　『消費者対
応』とは『取引の相手方である消費者の意識・行動の変化により、発生する消
費者の二一ズ、ウオンッの多様化に応じ得る企業の理念およびそれに基づく実
践行動』とする。それは消費者の二一ズやウオンツを商品開発などに反映させ
るための企業のマーケティング行動も確かに含まれるが、一方では消費者主権
を主張する消費者運動ないしは消費者問題への対応をも含む概念としてとらえ
る。
　ここでいう『消費者問題』は、Consumer　Affairsの意味でConsumer　Problems
ないしはConsumerlssueではない。それを定義付けると『対等であるべき取
引の場において消費者が合理的かつ正当な判断を下すに充分な知識・情報が与
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11えられていないことから発生する消費者の不利益、損害などに関する諸問題』
となる。もちろん、　『消費者』は一般的に経済学で使用されている概念『市場
で購入される財・サービスを消費する限りでの人間、あるいは消費に供される
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て　ラ財・サービスの最終的な買手として市場に現れる限りでの個人』　としておく。
ここでいう『苦情』はComplaintの意味でとくに断わりのない限り相談問合せ
を含む概念である。Complaintの原意は不平不満、苦情その申し立であってわ
が国で使われているクレームは和製英語であり、苦情の意味ではClaimが使わ
　　　　　　　　　　　　　　　　（3）れることは文献を見ても例外を除きない。
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2、消費者対応前史
　歴史的に見ると企業と消費者間題の関わりはすでに一世紀に近い歴史が存在
する。といっても具体的な企業側のアクションはBBB（Better　Business　Bureau）
設立前後の1910年代までしか明確に遡る事は出来ない。
　それに触れる前に消費者運動および立法に依る消費者保護の歴史の概観を述
べておかないと企業の消費者対応の必然性への理解が深まらない。
　消費者運動の歴史はイギリス・ランカシャー地方に1844年に設立された『ロ
ッチディール公正先駆者組合』に始まるというのが今日、定説になっている。
　法律によって消費者保護を計ろうという考え方は欧米においては産業革命が
ようやく始まった19世紀の初頭、すでに存在していた。フランスではすでに18
10年に有害食品や不当表示食品の販売が禁止され、ドイッでは1872年に「食品
法」が施行され、またイギリスでは1860年に飲料規制、つづいて「食品薬品販
売法（1875）」、フランスの「不当食品製造防止法（1905）」、アメリカでの
「連邦食品医薬品法（1906）」へと続く。アメリカでは連邦法より先に州レベ
ルで1848年にヴァージニア州で食品・医薬品に関する法律が施行されたがこれ
がアメリカでの最初の消費者保護法と言われている。連邦法では1876年に制定
された通信販売を規制した「郵便偽購防止法（Mail　Fraud　Act）」が最初のもの
であり、その後100年問つまり1972年までに36の主要な消費者保護を目的とした
　　　　　　　　（4）連邦法が生れている。
　アメリカにおける消費者運動は1900年代、1930年代　さらに1960年代以降の
3つの時期に分けられる。
つまり第1期の消費者運動はアメリカに近代工業が起こり初期資本主義経済が
ようやくその根をその社会に下し始めた時代であった。すなわち南北戦争の結
果、北部の工業化が急速に進展し、一方、戦争で疲弊した南部から大量の労働
人口が北部に流入し労働問題が社会問題化した時代である。
　シカゴの食肉加工工場の過酷な労働者の状況を克明に描いた社会派小説家ア
プトン・シンクレァ（Upton　Sinclair〈1878－1968＞）の小説『ジャングル
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（TheJungle）』が発表されるや人々は自分たちが毎朝毎晩食べているハムやソ
ーセージなどがいかに非衛生な環境で作られているかを知って愕然とした。
　とくに時の大統領（第26代）セオドール・ルーズベルト（Theodore　Roosevelt
1858－1919）が事の重大性に気付きその結果として「食肉検査法（Meat　Inspection
Act〉」　「食品医薬品法（Food　Drug　Act）」が1906年に施行され、さらに連邦取
引委員会（Federal　Trade　Commission）の設立とようやく消費者保護の必要性の
認識が高まった。はじめての全国規模の消費者団体The　National　Consumers’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）Leagueが結成されたのは1898年の事であった。
　第2回の消費者運動は1929年11月に世界の経済をドン底に突き落した大恐慌
の後を受けての不況の時代に起った。　『あなたのお金の価値（Your　Money’s
Worth）：Stuart　Chase＆FJ．Schlink，1927〉』『一億人のモルモット（100，000，0
00Guinea　Pigs）：Arthur　Kallet＆FJ．Schlink，1933』などの消費者啓発の本が洛
陽の紙価を高め、商品テスト型の消費者団体Consumer　Research　Instituteが19
29年がSchlinkらの手で設立され、さらに今日世界最大の消費者団体であるC
onsumer　UnionがConsumer　Researchから分かれて1935年に設立されている。
一方、このような消費者間題に対応する企業側の動向はどうであったのだろう
か。記録として明確に残っているものはすでに触れたBBBの設立の経緯であ
る。
　アメリカにおいて企業サイドに消費者の利益を守る為の自主規制組織が生れ
たのは1912年のことである。これが後にベター・ビジネス・ビューロー（Better
BusinessBureau）へと発展するヴィジランス・ユミッティ（VigilanceCommitee）
なのである。75年にわたる歴史と伝統を持つ、企業の自主規制組織「ベター・
ビジネス・ビューロー（BBB）」の活動が鋭い洞察力と精力的行動力を備えた一
人の企業人、サミュエル・ドブス（Samuel　C．Dobbs）に負うところが大きいこ
とは良く知られている。
　一部の非良心的な企業人の言動が、勤勉・誠実な大多数のビジネスマンの信
頼に悪影響を及ぼすという現象を知った彼は、企業人自らの手で悪徳ビジネス
を排除することの重要性に着目した。すなわち、消費者の信頼をかち取る為に
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は企業人自らの「自主規制」こそが「企業の自由」をあらゆる干渉から守ると
いう信念に基づいていたのである。BBB設立のきっかけになった有名なエピ
ソードがある。
　1906年に「食品医薬品法」が成立すると当時ドブスがセールス・マネージャ
ーを勤めていたコカ・コーラ社もこの連邦法に基づく告発の対象になった。結
果はシロだったがその裁判の過程で、コカ・コーラ社の弁護士が法廷で「広告
はすべて誇大なものだ。誰も信じやしない」と言ったことがドブスをして広告
の浄化運動、さらにBBB運動へ献身させる結果となった。
　彼は法廷で聞いたこのコトバが忘れられず、広告についての本格的な調査を
始めた。その結果、広告には誉められるべきものも数多くあると同時にそれ以
上に批判の対象になるべきものが数多くあることを知った。彼はこの間題を公
に提言するとともに、1909年、米国広告クラブ連合（Associated　Advertising
Clubs　of　America）の会長になるや、、広告界に有志に“完全な真の広告”を説
いて回った。その努力は1911年8月、「広告の十戒（The　Ten　Commandments
ofAdvertising）に結実した。こうしてやがて全国に「監視委員会」（Vigilance
Commitee）が設置され、1912年3月から広告に関する審査が始まり6ヵ月の間
に100件ほどの審査が行われた。
　運動は各地の広告クラブと商業会議所のリーダーによって進められ、ニュー
ヨーク、ボストン、シカゴというように各地に拡がっていった。その連合組織
が1921年に誕生しそれが今日のCouncil　of　Better　Business　Bureaus（CBBB）の前
身となった。すでに1920年代の初期には全米32の都市にベター・ビジネス・ビ
ューロー（BBB）が設立されている。（1985年現在では168地区）。（6）
　BBBは企業によって設立され企業にサービスすることを目的としている団
体であるにも拘らず、行政からも、また消費者からも信頼を寄せられている。
一例を上げるとルウ・ハリス調査社（Louis　Harris）が1982年10月に全体1252サ
ンプルで行った全国調査「80年代のコンシューマーリズム（Consumerism　in　th
e　Eighties）」において、消費者保護のために機能している11の政府および民間機
関のうち、BBBの評価はコンシューマー・ユニオンの56％に次いでおり、「大
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の変良い」あるいは「良い」と評価したものが54％に達している。
　2回目の消費者運動が起こった時代背景は資本主義経済の成熟に伴い企業の
あくなき利潤の追求のために消費者の権利が犯される状況が見られるようにな
ったからである。いろいろな面での企業批判が行われたが、それに対して、企
業はその頃生れたパブリック・リレーションズのコンセプトと手法をいち早く
導入して、これもその時代に一般化したマス・コミの力を利用してその対応に
あたって世論の操作を行った。企業にP　R部門が次々と誕生し、P　Rエージェ
ンシーが業として成立するようになった。ここでのコンセプトは企業に対して
の理解を消費者に求めて企業への好意を醸成しようというものであった。
　しかし、60年代に入っての3回目の消費者運動はこれまで前2回のそれとは
性格を異にしていた。単に製品・サービスの品質・性能・安全性、経済性を問
題にしていた過去2回の消費者運動とは違ってラルフ・ネーダー（Ralph　Nader
〈1934一　〉）の唱導したコンシューマーリズム（Consumerism）はそのような
消費者に不利益をもたらす製品・サービスを提供する企業の理念・思想を問題
とし、取引の場で失われた消費者の主権の回復を要求し企業を攻撃したのであ
る。アメリカ最大の企業「ゼネラル・モータース社」はその攻撃の目標とされ、
同社の「コルベア」の欠陥を暴いたネーダーの『どんなスピードでも安全でな
い（Unsafeatanyspeed）』はベストセラーになり、コンシューマリズムのバイ
ブルとなった。
　このコンシューマーリズムの攻撃の前に企業のP　R部はなすすべをも知らな
かった。それは無理からぬことである。P　R部門はその性格上外に攻めるのは
得意とするが、外からの攻撃をうまく処理する能力には欠けている。そこで、
各企業は苦情処理を中心に消費者の立場になって、消費者の不満に対応する専
門部門を設立する必要に迫られたのである。1960年代の前半のことである。
3，消費者対応の理念
企業の消費者に対する態度の基本的な考え方の中のどこかには企業が生産し
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提供する商品サービスをそのまま批判なしに無条件で受入れて購入して欲しい
という思いが秘められていることは否定できない。
　しかし、戦後の何も物の無かった時代ならイザ知らず、今日のようにモノが
飽和状態になり、消費者の選択が鋭くなっている時代においては企業の望むよ
うに消費者が行動してくれることはほとんど期待できない。
　今日、消費者の欲求水準は日毎にといった表現が当てはまるように目まぐる
しくエスカレートしており、さらに欲求の拡散化・多様化が進むと、それに企
業の提供する商品・サービスの質・性能さらに感性・文化が消費者の波長と合
わない限り消費者の不満が発生する。
　企業と消費者のそれぞれの持っている知識・情報の量の絶望的な格差、情報
の不足から派生する消費者のイライラはやがて不満となり不信となる。
　ここに消費者の苦情の発生の原因が存在するのである。
　いかなる企業であっても自社の製品やサービスが顧客に充分な満足を与え、
不満を抱かかせたくないし、さらに苦情や危害・事故の発生をみないことが理
想であることは言うまでもない。しかしすでに前段で述べたように多様化して
いる消費者の意識の下では消費者苦情の発生を皆無にすることもまた不可能で
ある。とすれば問題の発生が避けられないならばそれがその企業にとって何を
意味するのかを考え、苦情発生のネガティヴにとらえず、むしろ積極的にその
意味付けを企業自身がすることが緊急課題である。
　したがって、消費者苦情ないしは消費者問題が企業にとって、どのような意
昧を持つかという課題に対してそれに対応する企業の姿勢・考え方の考察が必
要になってくる。企業の消費者苦情に対する考え方を3つのタイプに著者が分
類を行ったのは昭和48年のことであるが、最近はそれが一般化してきた。
く文献としては『企業環境』　（昭和50年第3号）：拙稿「企業の消費者問題へ
の対応」の中に出ている。＞
　すなわち消費者問題ないしは消費者苦情は企業活動する：
　1．阻害要　因
　2．刺　激要　因
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　3．促進要　因
のいずれかに分類できるのである。
　このテーマに関してはすでに筆者が折に触れて講演をし、また、主著である
『体系：消費者対応企業戦略一消費者問題のマーケティング（八千代出版、
1986）』の第2章で詳述はしているが、この論文を発展させる為の基調の部分
を形成するのでやや重複のきらいもあるがあえて触れておく。
　『阻害要因』としてとらえる考え方は、もっとも初歩的なプリミティヴな段
階にある。これは消費者間題を企業にとって好ましくないもの、忌むべきもの
として考え、それを如何に排除するかに腐心する。したがって、その対応に当
っても消費者の立場でモノを考えずあくまで目先の企業利益優先という立場に
立つ。よしんば、消費者相談窓口を設けても企業防衛の機能、つまり“防波堤”
の論理に立っているのである。
　とにかく消費者が企業のやり方に不満を持ち、苦情を申し立てる行動は企業
にとって不愉快そのものである。企業内のいろいろな部門に苦情を言ってこら
れたのでは生産性に影響するから、苦情を担当する部門を一本化する。しかし、
それはあくまで消費者苦情を受身に処理する場であり消費者の利便でなく企業
の論理を押しとおす場であると考えている。この考え方によれば、消費者部門
の設置はマイナスの投資、つまり、企業目的に積極的に貢献する活動でなく、
消極的な意義しか期待していないのである。
　営業部門からみれば自由な企業活動に制約を与える異分子であり、社内的地
位も低く発言権も弱く、担当者は左遷か窓際族かと劣等感を味わっている。一
度、企業の成績が下がり経費節減となると、その予算は交際費・消耗品費と同
様に一率何％カットの対象になる部門なのである。現在でもこの種の窓口を設
けただけで消費者保護基本法の法定義務を守っていると胸を張って消費者対応
は充分であるとしている企業が一部・二部上場の大企業の中にあることは我が
国の企業の消費者対応の遅れを裏書していることになる。担当者達の関心がい
わゆる『特殊消費者』の取り扱いに異常に集っている現象もそれを証拠立てる
ものである。各企業の担当責任者は果たして自分の会社が消費者対応にどのよ
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うな基本理念を持っているのか、一度謙虚に振かえってみる必要があるのでは
ないだろうか。
　第2段階の『刺激要因』として考える企業になって初めて、消費者部門は組
織上からもスタッフ部門となり、企業の意思決定に情報なり意見を反映させる
能力とノウ・ハウを持つようになる。組織上、専任あるいは兼任の役員が任命
され、経営会議や重役会で消費者の動向が経営の関心事となる。この体制にな
って、初めて、消費者部門はその2大機能一消費者の二一ズとウオンッを経
営に反映させる機能と企業の意思を消費者にコミュニケートする機能がようや
く円滑にまわり出す。
　これによって、消費者の動向や考え方が企業の意思決定に投影され、それが
企業活動の刺激となってゆく。消費者からの苦情相談は貴重な情報として、集
計され、分析され、製品の機能・品質／販売方法の改善、広告表示の向上、さ
らに新製品の開発へと生かされて行く。すでにこの機能を生かして成功してい
る企業の例は枚挙の暇がない。
　第3の段階である『促進要因』としてのとらえ方は企業の消費者対応理念の
極め付きである。この考え方は消費者問題が企業に対するマイナス要因である
ことを積極的に否定する。消費者問題をマーケティング戦略としてとらえる。
まさに筆者が昭和48年から提唱している“Consumerism　makes　money”の発想
なのである。
〈註：財）日本消費者協会の第1回コンシューマー・オフィサー養成講座の席
上この発言をして消費者側から反発された。〉
　アメリカにおいては消費者問題が企業に対して迫って来た60年代の初めから
米国の企業のなかで進んだ所はそれをいち早くこれをマーケティングの問題と
してとらえていた。
　マーケティング学者ピーター・ドラッカー（Peter　F．Drucker）は1969年4月
10日、全米製造業協会マーケティング委員会で有名な「マーケティングの好機」
という講演を行った。　「コンシューマリズムはトータル・マーケティングの恥
であるJというコトバで講演を始めた彼は、「コンシューマリズムはマーケテ
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イングの好機であるべきであるし、またそうあらねばならないし、そうあって
　　　　　　　　　　欲しい」と結んでいる。　ドラッカーばかりでなく米国においては60年代後半
から70年代の前半にかけてWilliam　Lazer，Philip　Kotler等の著名なマーケティ
ング学者をはじめ当時は新進の学者であったGeorge　S．Day，David　A．Aaker等
のマーケティング学者がそれぞれの立場から消費者問題を論じている。またこ
の時代一1971年頃の米国マーケティング協会の機関誌Joumal　of　Marketing
等のマーケティング関係の雑誌に消費者問題がしきりに取り上げられていた。
　アメリカの企業がコンシューマリズムの台頭をいちはやく「促進要因」ある
いは「ビジネスのチャンス」としてとらえた背景にはこのようなマーケティン
グ学者の理論的バックアップがあったと考えるのが妥当であろう。事実、・1972
年にアメリカ合衆国連邦議会上院商務委員会消費者問題小委員会が発表した調
査報告書（モスレポート）を見てもフォーチュン300社の企業の多くはすでに
この時点でコンシューマリズムを大なり小なりマーケティングのチャンスとし
てとらえていたのである。〔9）さらにこの傾向を決定付けたのは1974年一1979年
に合衆国消費者問題局（U．S．Office　of　Consumer　Affairs）が実施した調査『アメ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆのリカにおける消費者苦情処理（Consumer　Complaint Handling　in　America）』　で
あり、それを担当した調査会社TARP社のジョン・グッドマン（John　Goodman）
の理論であった。すでに『Goodman’s　Theory』（1Dとして知られ、また『グッ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しユカドマンの3大法則（Goodman’s Three　Major　Principles）』　と筆者が命名した
理論の実践がここ5年余の間にアメリカの進んだ企業の消費者対応を大きく変
化させた。とくにそれまで遅れていたとされていた自動車業界の対応はこれに
よって進歩したものになった。この事実は消費者問題局が1987年に発行した企
業のトップ・マネージメント向けの小冊子『顧客満足の拡大（lncreasingConsumer
Satisfaction）』（1⇒の中で明白に述べられているところである。
　すでにこの理論を実践している企業は10指を超える。　『アメリカにおける消
費者苦情処理：1985－86年更新版（Consumer　Complaint　Handling　in　America：
Update1985－86）』o萄で紹介されているゼネラル・エレクトリック社（General
Electric〉、ゼネラル・モータース社（General　Motors　Corporation）ポラロイド
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社（Polaroid）アメリカン・エキスプレス社（AmericanExpressCorporation）ノ
ーザン・テレコム社（NorthemTelecom，lnc．）デジタル・エキュイプメント社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほむ（DigitalEquipmentCorporation）二一マン・マーカス社（Neiman－Marcus）　を
はじめ、ゼロックス社（Xerox）、トヨタ・モータース社（USA）などの名前が話
題に上っている。　　『グッドマン理論』の功績は「顧客の苦情処理満足度と苦
情申立者の再購入率、ブランド・ロイヤリティ、ライン・ロイヤリティとの相
関関係」を発見し実証したことである。グッドマン理論の展開については後の
章で再び触れる事にする。
4．60年代から70年代の企業の対応
　今日ではアメリカばかりでなく全世界で実用化されている800番電話による
苦情処理という手法を最初に開発採用したのは家電メーカーのワールプール社
（Whirlpool）であった。同社はすでに1963年からその計画と準備に入り4年の
準備期間を経て1967年から実施に踏み切った。つまり全米何処からでも顧客は
ミシガン州ベントンハーバー（Benton　Harbor）にある同社のセンターに電話料
金同社負担で電話を掛けてくることが出来る。電話を受けたセンターではその
内容に応じて修理ならばその顧客の最寄りのサービスマンを直ちに派遣する。
準備期間の4年間は主としてサービス体制の整備に重点が置かれた。ワールプ
ール社がこのような電話による緊急連絡ネットワークを組織したのは、丁度、
キューバ危機に際してケネディ大統領がホワイト・ハウスとクレムリンの間に
危機回避のためのホットラインを設置したことにヒントを得たといわれている。
同社はこれを“クール・ライン”と名付けたが、顧客が苦情でカッカしている
のを冷やすという寓意が含まれていたのかも知れない。
　この料金受信人負担の800番電話システム（WATS＝Wide　AreaTelephone
System）による苦晴相談の処理は、すぐにフォード・モータース社（Ford　Motors）
で採用され、“We　Listem　Better”プログラムとして1970年代初めに登場した。
　その後、これまでの手紙による苦情相談にかわって、苦情相談の主役は電話
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によるものとなった。とは言え、もちろんこれは必ずしも全部800番電話シス
テムを使ったものではなかった。
　とくに我が国の場合、苦情相談の扱いははじめから、電話によるものが多か
ったが、料金受信人負担の制度が無く、ようやく最近になっての事で、N　T　T
の民営化にともなって、「フリーダイヤル」の制度が採用された。しかし、ア
メリカの800番電話制度と違って料金の時間制割引制度が適用されていないた
め、苦情相談に一応フリーダイヤルの番号は確保している企業はあるがそれを
積極的に活用する所まで至っていない。
　アメリカの場合には、800番電話は単なる苦情相談の手段あるいはチャンネ
ルという位置から「顧客とのコミュニケーション・チャネル」として重要な位
置付けをされ始めている。いまや800番電話システムは広告と並ぶコミュニケ
ーションのチャンネルとしての評価が与えられようとしている。その例は「G
E　アンサー・センター」の成功に象徴される。
　ワールプール社はこの時代にあって消費者志向のマーケティング戦略を活発
に展開した旗手であった。
　同社および同時代にイノヴェイティブな消費者志向マーケティング戦略を展
開した各社の事例に関して別項に譲ることにしてここではその概略を紹介する
に留める。
　ワールプール社はこの革新的なクール・ラインの他にも数々の当時としては
きわめて独創的なプログラムをつぎからつぎに展開していった。その主なもの
を紹介すると：
　①部品保有制度：同社の製品の部品は当該製品の製造中止後15年間保有す
る。もし15年目に1件も部品の要求がなければ廃棄処分にするが1個でも請求
があれば保有期間をさらに1年間延長する。もし次の年に請求がなければ廃棄
するがもし1個でもあればさらに1年延長をする。
　②部品配送制度の完備：オーダーを受けてから48時間以内に全米何処へで
も配送が行われるように体制を整備した。
　③消費者教育プログラム：保育園や幼稚園の園児を対象に家庭内でのケガ
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一とくに電気の危険から身を守るためにぬり絵“安全に塗ってください（Color
me　safe）”をつくり全国の施設に配布したり、『ケァ・ラ・ヴァン（Care．一A．一Van）』
という電気製品の賢い使い方をミュージカルに仕立てて自動車で巡回公演（の
ちには映画化）した。
　同時代でこのほか有名なプログラムの幾つかを挙げてみると：
　（a）アメリカン・モータース社（American　Motors）
　1970年代当時ビッグ3に圧倒的に水をあけられていた第4位の自動車メーカ
ーであった同社は消費者の二一ズを調査した結果、バイヤー・プロテクション
・プラン（Buyer　Protection　Plan）の名のもとに購入後12ヵ月または12，000マイ
ル迄の如何なる故障も保証するというプログラムを1971年のモデルから導入し
た。その結果として、それまで2．7％しか乗用車の販売シェァがなかったもの
が一時的ではあったが5．8％まで伸ばすことが出来た。
　（b）ジャイアント・フード社（Giant　Food）
　首都ワシントンの周辺部、メリランド州南部、ヴァージニア州北部をマーケッ
トとする全国で20位前後の中堅地域スーパー・チェーン。ジョンソンσohnson）
大統領時代の消費者問題大統領特別補佐官であったエスター・ピーターソン
（Ester　Peterson）女史く彼女はその後、カーター（Carter）大統領の時代も補佐
官を勤めた＞副社長待遇の消費者問題顧問に迎えて「ケネディの消費者の4つ
の権利」を掲げてそれを目標に、成分表示、栄養表示、ユニット・プライシン
グ、オープン・デイティングなど今ではごく当前になっていることではあるが
当時業界に先駆けて実施した。
　（c）その他、保証の条件を緩和し保証書を簡略にしたコーニング・グラス社
（ComingGlass）やシアーズ・ローバック社（SearsandRoebuckCo，）、返品の
保証を認める企業も増えてきており、エイボン・プロダクッ社（Avon　Products）
やアムウエイ社（Amway）などもそのようなポリシィを持っている。
　また消費者の代弁者（Consumer　Adovocate）というポジションを設けて消費
者運動家で消費者教育専門家であったデビッド・ションフェルド（David　Schoenfeld）
を迎えたジェー・シー・ペニー社σ．C．Penny）、また中西部の中堅地域スーパ
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一チェーンで独特の消費者志向プログラムを開発したミネアポリス近郊のレッ
ド・オウル社（Red　Owe1）などが挙げられる。これら各企業の努力もさること
ながら各業界の取り組みもかなり前向きなものが見られる。さきに紹介したベ
ター・ビジネス・ビューローは1970年に組織を大幅に変更強化し全国組織である
ベター・ビジネス・ビューローズ協議会（Council　of　Better　Business　Bureaus）を
設立した。広告審査の強化とともに各地に紛争の調停に当るArbitration　System
を開発し消費者と企業の紛争解決に貢献している。さらに自動車業界や耐久消
費財の業界ではConsumer　Action　Panelを設置してやはり紛争の解決に当って
いる。また、訪販業界ではダイレクト・セリング協会（Direct　Selling　Association）
は自主規制のための倫理綱領を制定しその運営管理に管理官（Administrator）を
任命し業界の姿勢を正す一方、直販教育財団（DirectSellingEducationFoundation）
を設立し消費者教育・啓発に当っている。
　企業の対応消費者対応で忘れてはならない存在の一つはHEIBの企業内にお
いて果たした役割であろう。HEIBとはHome　Economist　in　Businessの略であ
って4年制の大学でHomeEconomicsつまり家庭経済学（あえて家政学と訳さ
ない）を専攻して学位を持ち、企業で働いている人で、American　HomeEconomics
AssociationのHEIB部会に所属していることがその資格であり条件である。具
体的にその貢献を示す資料はないが消費者担当者（Manager／Director，Consumer
Affairsなど）が女性の企業も多くその多くがこれらHEIBである。また、SOCAP
（Society　of　Consumer　Affairs　Professionals　in　Business）の会員の7割以上を占
める女性のかなりの数がHEIBであることを考えても企業の消費者対応に彼女
らの果たしてきた役割は大きいといえよう。
　70年代の企業の消費者対応に大きな役割を果たした組織としてSOCAP（Society
of　Consumer　Affairs　Professionals　in　Business）の存在を忘れることは出来ない。
　70年代は企業にとってもアメリカ社会にとっても激動の時代であった。
　「S　O　C　A　Pが存在しはじめた10年間、企業の関心は消費者に集中していた。
コンシューマーズムは新聞のヘッドラインをしっかりと抑え込んでいた。政府
は消費者保護や消費者取引の規制に熱中していた。そして、企業の消費者関連
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機能はあらゆる面からチェックを受けていた。
　この嵐に直面して企業の反応は多様だった。パブリック・リレーションズヘ
の挑戦とみた企業もあった。事実、ある自動車メーカーは“デトロイトにいる
貴方の人”というキャッチフレーズでパブリック・リレーションズ担当副社長
を消費者担当として任命した。これは全国的にマス・コミを通じて大々的に宣
伝され、彼にコンタクトすることが要請された。不幸な結果は彼が消費者から
の手紙に返事を出さないことによってもたらされた。消費者運動家は軽蔑のま
　ぐ　　　　　　　　　　　くユゆなさしを向けた。」
　実は1971年9月、筆者はこの華やかにデビューしたクライスラー社（Chrysler
Corp．）の副社長バイロン・ニコラス（Byron　Nicholas）をデトロイトに訪問した
事がある。
　また「数少ない企業は消費者部を設け、あるいはたった一人の人間を苦情処
理のために任命した。また、この問題を組織の中のどこで扱うか決め兼ねてい
た企業もあった。その結果、顧客の不満をかえって助長し、企業はまともに消
費者を構ってくれないという感情を広めたのである。」当時の企業の経営者は
利益を奪いあうことに気を奪われて、品質管理とか顧客リレーションズなどは
経営の優先事項に入っていなかった。
　しかし、そこへ革新的で知識の豊かな経営者が現れ、この問題はP　Rや広告
の領域でなく、本質的には苦情処理だが、消費者の身になって自分自身をおく
技術を身につけた専門職による、これまでとは全く異る方法で取り扱うべきこ
とに気がついた。このアプローチによって顧客に満足を与えると同時に、マー
ケティングの意思決定に役立つデータを開発したのである。
　このように自然発生的に生れた新しい専門職はそれぞれの業務を遂行する上
でまったくの手探りであった。やがて業種は違っても共通の問題を一緒に考え
ていこうという機運が担当者のなかで高まった。このような動きが当時期せず
して全米で3つあった。この3つの流れがCBBBの全面的なバックアップを
うけて1つに結集され、1973年5月SOCAPという形で発足したのである。（1力
　今やS　O　C　A　Pはアメリカの消費者間題を語る上では無視することの出来い
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勢力になり、行政に対する影響力も大きくなった。
　そして90年代に向って、『カストマー・サティスファクション（顧客満足）』
というマーケティングの原点に立って、企業が新しい方向へ進む時、SOCAP
はその原動力としての活動をすでに精力的に始めている。
5．80年代における消費者対応理念の転換
　消費者対応の理念は80年代に入ると大きく転換する。その契機はすでに述べ
たように『アメリカにおける消費者苦情処理（Consumer　Complaint　Handling　in
America）』であり、　『グッドマン理論』の展開と実践によってこれまでのコ
ンセプトが180度転換した。その結果これまで消費者問題担当部門だけで取り
扱っていた消費者問題が全社的に取り組まなければならない問題であることが
判明したのである。この基本概念は『グッドマンの第1の法則』つまり、「消
費者苦情の解決に満足した顧客の同一ブランドについての再購入率は、不満を
持ちながら苦情を申し立てない顧客のそれに比較してきわめて高い」に集約さ
れる。グッドマンはしかもシュミレーションを用いて苦情処理のもたらす実際
の利益を計算してみせたのである。
　まずグッドマンは1974－79年の『アメリカにおける消費者苦情処理』調査（以
下〈USOCA調査’79＞とする）において全国消費者調査（NCS調査）実施
した。その結果面接した世帯の3分の1近くが調査の行われた時点を起点にし
て過去1年以内に少なくとも一回は重大な消費者トラブルを経験している。さ
らにトラブルを経験した世帯の60％以上が平均142ドルの経済的損失を蒙って
いる。しかもその所帯の15％近くがその深刻な間題を解決するために仕事の時
問を損をしたと報告されている。
　自分が購入した製品／サービスでトラブルを経験した消費者の多くは苦情を
いわないことがいろいろな調査で明らかになっている。その比率は何れも70％
前後を示している。
　しかも苦情を経験した消費者がたとえ苦情を申し立ててもその解決の満足す
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る度合は業界によってバラつきがあるが金融サービスの26％から高額サービス
の74％と高い。
　NCS調査ではトラブルを経験した所帯の40％が企業のアクションに不快感
を持っていることを明らかにしている。これらの調査の中から、グッドマンは
苦情処理に対する満足度と再購入決定率の問に相関関係のあることを発見した
のである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再購入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70．0％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　54．3
商品／サー
ビスに不満
一｛1膿：』鴛
苦情申立ず
（上欄：＄1－5、下欄：＄100＋の損失）
46．2
19．0
36．8
9．5
　この発見がこれまでの企業の消費者対応を全く変えるキッカケになったので
ある。
　さらに潜在的な顧客の不満・不信を苦情という形で顕在化させ、その解決に
満足を与えることによって、再購入を、さらにブランド・ロイヤリティ、ライ
ン・ロイヤリティが期待される。
、 処理満足 処理納得 処理不満
耐久消費財
金融サービス
自動車サービス
80％　一％
73　　80
71　　69
一％　一％
45　　50
54　　51
40％　一％
17　　17
22　　32
　　　　　　　　　各欄の右：ブランド・ロイヤリティ
　　　　　　　　　各欄の左：ライン・ロイヤリティ
さらにグッドマンは消費者苦情処理によって、生みだされる利益の計算式を開
発した。
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それはつぎの式で求められる。
PToTAL＝P　sAT＋P　uNsAT一（x　ToTAL）（Y　NoNcoMPL）
　　P　TOTAL　苦情処理のもたらす利益
　　P　SAT　処理満足者の再購入による利益
　　P　UNSAT　処理不満者の再購入による利益
　　X　TOTAL　苦情処理件数
　　Y　NONCOMPL　非申立者による逸失利益
　この式を応用したシュミレーションでは消費者部門への55万ドルの投資で10
万5千ドルの利益をあげ投資利益率（ROI）を19．1％に見込んでいる。
　このような発想の下では消費者問題部門はプロフィット・センタートヘと変
貌する。
　たしかにこれまでの経験、たとえば70年代の進んだ企業のキャンペーンによ
って、たとえばすでに述べたアメリカン・モータース社のバイヤー・プロテク
ション・プランのように消費者志向が企業に利益をもたらす事が分かっていて
も具体的な数字としてはとらえられなかった。
　このように具体的な数字での説明は説得力がある。しかも時あたかも米国の
景気の低迷の時期に遭遇して各企業ともその打開策を求めていた。すでに商品
の品質・性能、さらに価格の面で差別化は殆ど不可能になり、商品によっては
日本を始め韓国、台湾、香港等からの輸入品との競合で品質価格の面で劣勢に
立たされていた。
　そこで差別化戦略として消費者対応が注目されはじめたとも考えられるので
ある。
　ここで登場してくるコンセプトは『コンシューマー・サティスファクション
（顧客満足）』である。そもそも「顧客満足」というコンセプトはマーケティ
ングの原点である。アメリカ・マーケティング協会のマーケティングの定義
（改定前の定義）によれば「顧客の欲望を予測し、かつそれを充足させる商品
を生産者から消費者に流通させることによって、企業目的を達成しようとする
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企業活動の遂行」であり、　「企業は消費者の欲求を満たすためにこそ存在する」
のである。
　しかし、これまでの企業はこの点で一つの誤謬を犯していた。それはこの
「顧客の欲求」を企業が考えての顧客の欲求、つまり企業の論理、言語で理解
した「欲求」であって、決して、消費者の論理、コトバに立った「欲求」では
ない。ここに企業と顧客のミスマッチが発生し商品を購入した顧客の40％がな
んらかの形の不満を抱くのである。
　一方、企業と顧客のコミュニケーションのチャンネルは商品その物を除いて、
広告（表示を含む）しかない。しかし広告によるそれは企業からの顧客に向っ
ての一方的な伝達であって、顧客がもし疑問をもったりさらに情報が欲しいと
思ってもそれに応えてはくれない。そこに消費者のイライラが発生し不満さら
には企業に対する不信の感情が芽生える。広告によるコミュニケーションは情
報・意思・感情を共有するというコミュニケーション本来の姿から遠く離れた
ものである。その意味ではおかしな事だが、これまで取引の当事者同士である
企業と消費者の対話は全くなかったといってよいのである。
　ましてや社会がますます非人間化してくればくる程、さらに製品等が一般の
顧客の知識遥かに超えて複雑になってくれば顧客が聞けるチャネルが求められ
てくるのである。求めている現実は『G　Eアンサー・センター』が年間280万
コールを受け付けている事からもこれは消費者の二一ズ、ウオンッといって差
支えない。
　このような事実を認識した企業はいかに顧客との真のコミュニケーションを
確立するかの方策を模索した。消費者部門に掛かってくる電話の大半は苦情で
なく相談・問合せであることに着目した。これまで苦情の手段としてのみ利用
していた800番電話システムを顧客とのコミュニケーション・チャネルとして
中心に据え、あらゆる顧客との対話をここに集約することの重要性に気付いた。
　1年のテストの後、1982年6月から全国的なオペレーションを開始したケン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／タッキー州ロイヴィル（Louisville，Ky．）に所在する『G　Eアンサー・センター』
は1987年7月1000万コール目の電話を受けた。1986年には年間280万コールを
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処理したが、その内容を見ると商品購入前の問い合せが3分の1、商品の使い
方、および購入後の取扱い方が3分の1、残りの3分の1がサービス関係であ
り、苦情は全体の電話の5％にも満たなかった。ここのセンターは1日24時問、
年365日無休で運営されている。150名の担当者が57のシフトに分かれて勤務し
ている。ここの機能はあくまでG　E全体の顔として顧客とのコミュニケーショ
ンのチャネルであり此処で商品情報の提供、消費者啓発、販売促進（販売店の
紹介や新製品の案内）P　Rまで顧客の満足を充足させるものはなんでも取り扱
うという姿勢である。
　所長のボウエル・テイラー氏（Powel　Taylor）によると「G　Eはここの機能・
予算に対する考え方は広告と同様に考えている。広告予算に比べればきわめて
効率がよい」という。
　このシステムをバックアップするコンピュータ・システム、担当者の採用・
研修プログラムの開発が800番電話システムの活用には不可欠なのである。し
かし、これについてのプログラムもすでに用意されている。
　顧客満足追求のもう一つの柱は『顧客満足調査』の手法の開発とその実施で
ある。これもいろいろな企業ですでに行われている。
　これには2通りあって、一つは顧客が商品／サービスを購入した後、1ヵ月
後、3ヵ月後、半年後といった具合にその満足度を追跡調査するものであり、
もう1つは苦情を言ってきた顧客に対して消費者相談窓口の応対、態度、問題
解決の満足度、再購入の意思、さらにはブランド・ロイヤリティ、ライン・ロ
イヤリティとの関係を5段階評価で調査をするものであるδ
　こうした顧客満足を追求するためにはこれらのプロジェクトを発足させる前
にその前提になるのが全社を挙げての顧客満足追求の体制作りであり、そのた
めに「顧客満足」を阻害する要因を洗い出し分析する「コア（核）・グループ」
の設置である。
　我が国の企業においても消費者部門が苦情処理を通じて発見した問題の根本
原因がなかなか改まらない、他の部門がそれに応じてくれないという悩みをよ
く聞く。苦情処理にあたっては「その運用部門と維持部門がクルマの両輪の様
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に同じ大きさでなければならない。もし一方が小さければクルマはスムーズの
　　　　　動かない」　わけで、この悩みは日本以上に各部門の独立性の強い米国企業で
も大きな悩みであった。そこでこれまでの部門別のセクショナリズムを打破し
ようという試みがゼネラル・モータース社がまず各事業部門に導入されたコア
・グループのコンセプトである。
　これらのプログラムの汎用マニュアルは完成しており、それを基本に各社の
実態に合せてのアダプテーションが可能なところまで来ているのだ。
　それによるとコア・グループは予め2年聞と期限を切り、専任出来る幹部職
員（役員待遇くらいの地位）を責任者に任命し会社のすべての部門から部長ク
ラスをメンバーとして任命する。さらに日程、スケジュールなど全てマニュア
　　　　　　　（1⑨ル化されている。
　顧客満足獲得のための6つの手法は：⑫①
　①　顧客サービスのための800番電話の採用
　②　情報の定量的かつ予防的見地に立った分析
　③　相談処理のためのソフト／ハードの開発
　④顧客満足トラッキング・システムの開発
　⑤　全社的なコア・グループの設置
　⑥　保証についての業務の見直し
　90年代に向って、企業の対応はようやく『顧客満足』マーケティングの原点
に立ち返ろうとしている。80年代後半においてはこの理念とその実戦への適用
かは恐らく米国企業の進んだ部分に限られよう。翻って、わが国の場合はどう
だろう。此処までのレベルまでわが国の企業の消費者対応の理念が到達するま
で、現状のその水準から考えた時、まだ遠い将来の事だろうし、あるいは永遠
にこのような発想の転換が不可能かも知れない。そのような悲観論も否定でき
ない現状である。
　しかし、　「コンシューマリズムはマーケティングの好機であるし、またそう
あらねばならないし、そうあって欲しい」と1969年4月にドラッカーが述べた
予見と期待は、20年近くは経ったものの、ジョン・グッドマンの実戦への応用
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手法の開発によって、いまフルフィルされようとしているのだ。
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